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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第84期

第１四半期連結累計(会計)期間
第83期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 91,336 418,529

経常利益 (百万円) 3,513 33,968

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,223 14,274

純資産額 (百万円) 207,888 215,819

総資産額 (百万円) 441,895 451,540

１株当たり純資産額 (円) 336.31 348.59

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 2.13 23.91

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 43.6 44.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,029 31,823

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △10,137 △50,839

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,874 26,494

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 16,814 17,361

従業員数 (名) 7,895 7,699

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 7,895

(注) 従業員数は、連結子会社以外への出向者及び臨時作業員は除いています。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 2,925

(注) 従業員数は嘱託を含み、出向者及び臨時作業員は除いています。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっ

ても、その容量、構造、形式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多いため、事業

の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていません。

このため生産、受注及び販売の状況については、「３　財政状態及び経営成績の分析」における各事業の

種類別セグメントの業績に関連付けて示しています。

　

当第１四半期連結会計期間の売上高

　

事業の種類別セグメント

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

(百万円)

化成品・樹脂事業 42,897

アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業 14,389

炭素繊維・複合材料事業 10,559

アセテート、機能膜事業その他 23,490

合計 91,336

(注) 金額には消費税等は含まれていません。

　

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社、連結子会社及び持

分法適用会社)が判断したものです。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間の海外経済は、米国ではサブプライムローン問題に端を発した景気後退懸

念が一層強まり、アジアでは、全体としては引き続き高成長を維持したものの、中国では米国を起点とす

る世界経済の減速懸念により輸出の伸びが鈍化するなど、成長のテンポはやや緩やかになりました。日本

経済においては、エネルギーや原材料価格の高騰が企業収益を圧迫し、個人消費も横ばいに推移するな

ど、景気は先行き不透明感を強めました。 

　このような厳しい経営環境の中で、当社グループは、本年度から新たにスタートした第６次中期経営計

画「グローバルＵＳ→２０１０」を推進していますが、円高や原燃料価格の高騰の影響は極めて大きく、

減収減益となりました。 

　当第１四半期連結会計期間の売上高は91,336百万円、営業利益は2,341百万円、経常利益は3,513百万円、

四半期純利益は1,223百万円となりました。 

　なお、平成17年度より退職給付会計における数理計算上の差異の処理方法を、発生の翌年度に営業費用

として一括償却する方法に変更しており、数理計算上の差異償却額(当第１四半期連結会計期間は1,574

百万円の損)を除いた当第１四半期連結会計期間の営業利益は3,915百万円、経常利益は5,087百万円とな

ります。

　
　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

①　化成品・樹脂事業

ＭＭＡモノマーは、アジア向けを中心に拡販に努めましたが、国内での透明樹脂用途の需要減退に加

えて、円高や高騰を続ける原燃料価格の影響により、全般に低調でした。アクリル樹脂成形材料及びア

クリル樹脂板は、国内需要が全般に低迷しましたが、海外では導光板用途を始めとしたＩＴ関連を中心

に、販売は堅調に推移しました。コーティング材料は、船舶用途や海外を中心とした自動車用途の需要

が堅調で、前年同期並みの売り上げを確保しました。情報材料関連では、液晶用プリズムシート「ダイ

ヤアート」が、主力のノート型パソコン用途での競争激化により、販売量の減少、販売価格の下落が続

き、収益は大幅に悪化しました。 

　各事業とも高騰を続ける原燃料価格に対して、製品価格の引き上げに努めましたが、成果は不十分な

ものとなりました。

　この結果、化成品・樹脂事業の売上高は42,897百万円、営業利益は1,616百万円となりました。

　

②　アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業

アクリル短繊維は、主力市場である中国での需要減退及び市況低迷が著しく、原燃料価格の高騰に伴

う採算悪化に対して日本及び中国での生産調整を強化するなど、事業環境は極めて厳しいものとなり

ました。 

　アクリロニトリル(ＡＮ)は、アクリル繊維の需要減退等の影響により需給が緩み、原燃料価格の大幅

な高騰に対する製品価格の引き上げが十分でなかったことから、収益は低迷しました。 

　この結果、アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業の売上高は14,389百万円、営業損失は878百万円となり

ました。
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③　炭素繊維・複合材料事業

炭素繊維・複合材料は、炭素繊維市場全体の成長基調に変化はないものの、各社生産能力の増強に伴

い、需給の逼迫感が徐々に緩和される傾向にあります。加えて、米国の景気後退等の影響により、スポー

ツ・レジャー用途での需要が伸び悩んだこともあり、全般として低調でした。なお、産業用途での大型

構造物向けに開発した新タイプの炭素繊維「パイロフィルＰ３３０シリーズ」については、サンプル

出荷を開始しました。

　この結果、炭素繊維・複合材料事業の売上高は10,559百万円、営業利益は1,403百万円となりました。 

 

④　アセテート、機能膜事業その他

アセテート繊維他事業では、三菱レイヨン・テキスタイル㈱は、トリアセテート長繊維「ソアロン」

が、主力の米国向けをはじめとして国内外で需要の減少が著しく、収益は低迷しました。 

　機能膜事業については、家庭用清水器の販売は堅調でしたが、機能膜製品では、中国での大型の下排水

処理物件の遅れもあり、低調に推移しました。 

　エンジニアリング事業については、得意とする分野のプラント建設工事を中心に堅調でした。

　この結果、アセテート、機能膜事業その他の売上高は23,490百万円、営業利益は133百万円となりまし

た。 

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。

①　日本

日本においては、化成品・樹脂事業をはじめとして、各事業ともに高騰を続ける原燃料価格に対して

製品価格の引き上げに努めましたが、成果は不十分なものとなりました。さらに、退職給付会計におけ

る数理計算上の差異償却額(当第１四半期連結会計期間は1,574百万円の損)による影響があったこと

などにより、売上高は72,073百万円、営業利益は579百万円となりました。

②　アジア

アジアにおいては、Thai MMA Co.,Ltd及び中国の恵州恵菱化成有限公司は、MMAモノマーが原燃料価

格の高騰の影響を受け低調に推移し、また、中国の寧波麗陽化繊有限公司は、アクリル繊維の需要減退

により生産調整を強化するなど収益が低迷したため、売上高は11,653百万円、営業利益は397百万円と

なりました。

③　米国

米国においては、Grafil,Inc.、Newport Adhesives and Composites,Inc.及びMRC Golf,Inc.の炭素

繊維・複合材料事業が伸び悩みましたが、売上高は7,609百万円、営業利益は1,197百万円となりまし

た。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間の総資産は、前連結会計年度末と比べて9,644百万円減少し、441,895百万円

となりました。流動資産については、製品などの棚卸資産は増加しましたが、現金及び預金、受取手形及び

売掛金が減少したことなどにより、前連結会計年度末と比べ3,940百万円減の173,319百万円となりまし

た。固定資産については、機械装置及び運搬具などの有形固定資産や、無形固定資産が減少したことなど

により、前連結会計年度末と比べ5,703百万円減の268,576百万円となりました。 

　負債は前連結会計年度末と比べて1,713百万円減少し、234,007百万円となりました。流動負債について

は、支払手形及び買掛金が増加した一方、引当金が減少したことなどにより、前連結会計年度末と比べ935

百万円増の138,849百万円となりました。固定負債については、長期借入金が減少したことなどにより、前

連結会計年度末と比べ2,649百万円減の95,157百万円となりました。 

　純資産は、前連結会計年度末と比べて7,930百万円減少し、207,888百万円となりました。これは、利益剰

余金の減少及び為替換算調整勘定の変動などによります。 

　
　

(3) キャッシュ・フロー

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べて547百万円減

の16,814百万円となりました。

　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間末における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純

利益、減価償却費、売上債権の減少などにより、12,029百万円の収入となりました。 

　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間末における投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資などにより

10,137百万円の支出となりました。 

　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間末における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加が

あった一方、長期借入金の返済や配当金の支払いなどがあったことにより、1,874百万円の支出となりま

した。

　
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は3,577百万円です。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,200,000,000

計 1,200,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 599,997,820599,997,820

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 599,997,820599,997,820― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ─ 599,997─ 53,229 ─ 28,509
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(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していませ

ん。

　

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載しています。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　27,620,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式　　　18,000　　

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 567,714,000567,714 ―

単元未満株式 普通株式　 4,645,820― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 599,997,820― ―

総株主の議決権 ― 567,714 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄及び「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ32,000

株(議決権32個)及び900株含まれています。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が654株含まれています。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
　 当社

東京都港区港南
一丁目６番41号

27,620,000 ─ 27,620,0004.6

 (相互保有株式)
　株式会社フジワラ

愛知県北名古屋市
六ツ師女夫越１－４

18,000 ─ 18,000 0.0

計 ― 27,638,000 ─ 27,638,0004.6

(注)　上記のほか株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)ありま

す。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めています。
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 344 391 381

最低(円) 291 324 311

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期

レビューを受けています。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更しています。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,814 17,361

受取手形及び売掛金 72,285 81,456

製品 39,890 34,435

原材料 15,357 15,105

仕掛品 6,479 5,993

その他 22,835 23,253

貸倒引当金 △343 △345

流動資産合計 173,319 177,259

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 81,102 84,658

その他（純額） 88,730 88,823

有形固定資産合計 ※１・※５
 169,832

※１・※５
 173,481

無形固定資産 ※３
 6,966

※３
 8,811

投資その他の資産

投資有価証券 73,910 70,996

その他 17,967 21,128

貸倒引当金 △99 △137

投資その他の資産合計 91,778 91,987

固定資産合計 268,576 274,280

資産合計 441,895 451,540

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 65,452 61,923

短期借入金 42,945 42,953

引当金 2,456 4,177

その他 ※４
 27,995

※４
 28,859

流動負債合計 138,849 137,914

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 34,213 35,711

退職給付引当金 27,376 27,659

その他の引当金 738 1,084

その他 2,829 3,352

固定負債合計 95,157 97,806

負債合計 234,007 235,721
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 53,229 53,229

資本剰余金 28,795 28,796

利益剰余金 119,497 122,706

自己株式 △10,490 △10,488

株主資本合計 191,031 194,245

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,968 5,753

繰延ヘッジ損益 1 7

為替換算調整勘定 △6,508 △476

評価・換算差額等合計 1,462 5,283

少数株主持分 15,394 16,290

純資産合計 207,888 215,819

負債純資産合計 441,895 451,540
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

売上高 91,336

売上原価 73,414

売上総利益 17,921

販売費及び一般管理費

賞与引当金繰入額 418

退職給付費用 581

研究開発費 3,577

その他 11,003

販売費及び一般管理費合計 15,580

営業利益 2,341

営業外収益

受取利息 62

受取配当金 381

持分法による投資利益 464

為替差益 756

その他 294

営業外収益合計 1,957

営業外費用

支払利息 543

その他 242

営業外費用合計 785

経常利益 3,513

特別利益

固定資産売却益 ※１
 20

特別利益合計 20

特別損失

固定資産除売却損 ※２
 386

減損損失 32

投資有価証券評価損 6

特別損失合計 425

税金等調整前四半期純利益 3,108

法人税等 ※３
 1,537

少数株主利益 347

四半期純利益 1,223
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,108

減価償却費 6,439

減損損失 32

のれん償却額 178

退職給付引当金の増減額（△は減少） △282

前払年金費用の増減額（△は増加） 1,648

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26

受取利息及び受取配当金 △443

支払利息 543

為替差損益（△は益） △30

持分法による投資損益（△は益） △464

投資有価証券評価損益（△は益） 6

固定資産除売却損益（△は益） 171

売上債権の増減額（△は増加） 7,489

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,855

仕入債務の増減額（△は減少） 5,464

その他 △254

小計 15,726

利息及び配当金の受取額 443

利息の支払額 △448

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,691

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,029

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,656

有形固定資産の売却による収入 66

投資有価証券の取得による支出 △4

短期貸付金の増減額（△は増加） △185

その他 △357

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,137

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,141

長期借入金の返済による支出 △2,470

配当金の支払額 △3,144

少数株主への配当金の支払額 △58

少数株主からの払込みによる収入 663

その他 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,874

現金及び現金同等物に係る換算差額 △565

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △547

現金及び現金同等物の期首残高 17,361

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 16,814
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

会計方針の変更

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を当第

１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方

法)に変更しています。

　また、これに伴い、前連結会計年度まで営業外費用に計上していた「たな卸資産評価損」及び「たな卸資産廃棄

損」は売上原価に含めて計上しています。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益及び営業利益が1,158百万円、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益が1,101百万円それぞれ減少しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。

 

(2)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年

５月17日　実務対応報告第18号)を当第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っていま

す。

　この結果、期首の利益剰余金から1,285百万円を減算したことに伴い、利益剰余金が同額減少しています。なお、

この変更による損益への影響はありません。　

 

(3)リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日 企業

会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最

終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を当第１四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しています。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっ

ています。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しています。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、資産に与える影響は軽微であり、損益への影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１．固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分する

方法によっています。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっています。

 

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プラニ

ングを利用する方法によっています。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しています。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しています。

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

有形固定資産の耐用年数の変更

四半期連結財務諸表提出会社、国内連結子会社９社及び持分法適用国内関連会社１社は、法人税法改正を契機と

して見直しを行い、当第１四半期連結会計期間より主に機械装置の耐用年数を変更しています。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益は222百万円、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益は234百万円それぞれ減少しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。

　

EDINET提出書類

三菱レイヨン株式会社(E00875)

四半期報告書

18/25



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、388,512百万円

です。

　２　保証債務

連結子会社以外の会社の銀行借入金等に対し、次

のとおり債務保証を行っています。

 (1)関係会社

　
P.T.DIACHEM RESINS INDONESIA
その他１社

454百万円

 (2)その他

従業員に対するもの 162百万円

　合計

616　
　　　　
　　　　
　　　

※３ のれん 1,853百万円

　 その他 5,112百万円

※４ 未払法人税等 1,390百万円

　 その他 26,604百万円

※５　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から

直接控除した圧縮記帳額は、1,410百万円です。

　６　四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社14社

は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行11

行と当座貸越契約を締結しています。当該当座貸越

契約に基づく当第１四半期連結会計期間末の借入未

実行残高等は次のとおりです。

当座貸越極度額 104,559百万円

借入実行残高 39,980

差引額
64,579　
　　　　　　　
　　　　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、386,099百万円

です。

　２　保証債務

連結子会社以外の会社の銀行借入金等に対し、次

のとおり債務保証を行っています。

 (1)関係会社

　
P.T.DIACHEM RESINS INDONESIA
その他１社

266百万円

 (2)その他

従業員に対するもの 168百万円

　合計

435　
　　　　
　　　　
　　　

※３ のれん 3,315百万円

　 その他 5,495百万円

※４ 未払法人税等 3,305百万円

　 その他 25,554百万円

※５　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から

直接控除した圧縮記帳額は、1,410百万円です。

　６　連結財務諸表提出会社及び連結子会社13社は、運転

資金の効率的な調達を行うため取引銀行11行と当座

貸越契約を締結しています。当該当座貸越契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高等は次のと

おりです。

当座貸越極度額 106,086百万円

借入実行残高 34,775

差引額
71,311　
　　　　　　　
　　　　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　機械装置の売却益19百万円他です。

※２　機械装置の除却損286百万円他です。

※３　当第１四半期連結会計期間における税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しているため、法人

税等調整額は法人税等に含めて表示しています。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 16,814百万円

現金及び現金同等物 16,814
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 599,997,820

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 27,637,356

　

　
３　配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 3,148 5.50平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

　時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該有価証
券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が見られま
す。
　
その他有価証券で時価のあるもの　

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 38,581 51,463 12,881
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(セグメント情報)

　

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

化成品・
樹脂事業
(百万円)

アクリル繊維

・ＡＮ及び誘

導品事業

(百万円)

炭素繊維・
複合材料事
業

(百万円)

アセテー
ト、機能膜
事業その他
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

42,89714,38910,55923,49091,336 ― 91,336

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

3,046 1,272 2 9,47913,799(13,799) ―

計 45,94315,66110,56132,969105,135(13,799)91,336

営業利益(又は営業損失) 1,616 (878) 1,403 133 2,275 66 2,341

　 (注) １　当社グループの事業区分は、製品の使用目的、製造方法・製造過程及び市場の類似性などを考慮して決定して

います。
　 ２　各事業区分に属する主要な製品の名称は次のとおりです。

事業区分 主要製品

化成品・樹脂事業
化成品、成形材料、板、コーティング材料、機能性コポリマー、ＵＶ硬化塗料、樹脂
改質用コポリマー、アクリル系フィルム、液晶用プリズムシート、プラスチック
光ファイバー、プラスチックロッドレンズ

アクリル繊維・Ａ
Ｎ及び誘導品事業

アクリル繊維、アクリロニトリル及び誘導品

炭素繊維・複合材
料事業

炭素繊維、複合材料加工品、航空機材

アセテート、機能膜
事業その他

アセテート繊維、ポリエステル繊維、ポリプロピレン繊維、スエード調人工皮革、
清水器、中空糸膜フィルター、人工炭酸泉製造装置、水処理機器システム、プラン
トエンジニアリング、建築関連材料

　 ３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を当第１四半期連結会計期間

から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更していま

す。また、これに伴い、前連結会計年度まで営業外費用に計上していた「たな卸資産評価損」及び「たな卸資

産廃棄損」は売上原価に含めて計上しています。この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は

「化成品・樹脂事業」が454百万円、「アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業」が296百万円、「炭素繊維・複合

材料事業」が55百万円、「アセテート、機能膜事業その他」が352百万円それぞれ減少しています。
　 ４　「追加情報」に記載のとおり、四半期連結財務諸表提出会社、国内連結子会社９社及び持分法適用国内関連会

社１社は、法人税法改正による法定耐用年数の変更に伴い、当第１四半期連結会計期間より主に機械装置の耐

用年数を変更しています。この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は「化成品・樹脂事業」が

43百万円、「アクリル繊維・ＡＮ及び誘導品事業」が１百万円、「炭素繊維・複合材料事業」が150百万円、

「アセテート、機能膜事業その他」が39百万円それぞれ減少しています。
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

米国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

72,073 11,653 7,609 91,336 ― 91,336

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

6,928 2,217 158 9,304 (9,304) ―

計 79,001 13,871 7,768 100,641(9,304)91,336

営業利益 579 397 1,197 2,174 166 2,341

　 (注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。
　 ２　本邦以外の区分に属する主な国または地域

　(1)アジア・・・中国、タイ、インドネシア
　 ３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を当第１四半期連結会計期間

から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更していま

す。また、これに伴い、前連結会計年度まで営業外費用に計上していた「たな卸資産評価損」及び「たな卸資

産廃棄損」は売上原価に含めて計上しています。この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は

「日本」が1,144百万円、「アジア」が14百万円それぞれ減少しています。
　 ４　「追加情報」に記載のとおり、四半期連結財務諸表提出会社、国内連結子会社９社及び持分法適用国内関連会

社１社は、法人税法改正による法定耐用年数の変更に伴い、当第１四半期連結会計期間より主に機械装置の耐

用年数を変更しています。この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益は「日本」が234百万円減少

しています。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 28,833 13,211 42,045

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 91,336

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

31.5 14.4 46.0

　 (注) １　国または地域の区分は、地理的近接度によっています。
　 ２　各区分に属する主な国または地域

 (1)アジア　　　・・・中国、タイ、インドネシア

 (2)その他の地域・・・北米、ヨーロッパ
　 ３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

336.31円 348.59円

　 (注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 207,888 215,819

普通株式に係る純資産額(百万円) 192,493 199,524

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 15,394 16,290

普通株式の発行済株式数(千株) 599,997 599,997

普通株式の自己株式数(千株) 27,637 27,626

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

572,360 572,371

　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 2.13円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

　 (注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,223

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,223

普通株式の期中平均株式数(千株) 572,370

　

２ 【その他】

重要な訴訟事件等

平成15年12月11日、四半期連結財務諸表提出会社(以下、当社)を含む２社は、塩化ビニル樹脂向けモディ
ファイヤーの販売価格を共同で引き上げたとして、公正取引委員会から独占禁止法違反(不当な取引制限の
禁止)による排除勧告を受けましたが、当社は同勧告に対し平成15年12月22日に不応諾の文書を提出し、現在
審判中です。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月14日

三菱レイヨン株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　黒　　澤　　誠　　一　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　長　　　　　光　　雄　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　垂　　井　　　　　健　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱

レイヨン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱レイヨン株式会社及び連結子会社の平成

20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しています。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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